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1 R7.5.28 R7.7.7
令和７年４月１日付７産労総職第40号「公益通報対応
業務従事者の指定について（通知）」

7 1
産業労働局総務部職員
課

2 R7.5.10 R7.7.9

・TOKYOアニメツーリズム2023（共催協定書、実施計
画、収支予算書、事業報告書、収支決算書、負担金の
請求書）
・TOKYOアニメツーリズム2024（共催協定書、実施計
画、収支予算書、事業報告書、収支決算書、負担金の
請求書）
・TOKYOアニメツーリズム2025（共催協定書、実施計
画、収支予算書、事業報告書、収支決算書、負担金の
請求書）
・令和４年度アニメ等拠点の整備・運営（実施協定
書、収支予算書、事業計画、事業報告、収支決算書、
負担金の請求書）
・令和５年度アニメ等拠点の整備・運営（実施協定
書、収支予算書、事業計画、事業報告、収支決算書、
負担金の請求書）
・令和６年度アニメ等拠点の運営（実施協定書、収支
予算書、事業計画、事業報告、収支決算書、負担金の
請求書）
・令和７年度アニメ等拠点の運営（実施協定書、収支
予算書、事業計画、負担金の請求書）
・TOKYOアニメツーリズム2018
・TOKYOアニメツーリズム2019
・TOKYOアニメツーリズム2020

445 1 1 1 1

（7条第2号）
公にすることにより、特定の個人を識別できるお
それがあるため。
（7条第4号）
公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易に
し、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあるた
め。
（不開示理由）
３年、５年保存の文書であるため、令和６年度ま
でに保存期限が終了したことから、廃棄済みであ
り、保有していないため、存在しない。

産業労働局観光部振興
課

3 R7.6.18 R7.7.14
・令和５年度東京都中小企業連携組織対策事業費補助
金に係る額の確定について

1 1
産業労働局商工部調整
課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

4 R7.7.9 R7.7.23

①平成２９年４月より,産業労働局 都立中央・城北職
業能力開発センターの職業訓練生であった,私(○○)
が,訓練実施施設先であった,○○学校での同校教員に
よるハラスメント被害を訴えた事案で、同年１１月２
日, 「担当者不在で受付不可」と返答した東京都(同セ
ンター内,再就職促進訓練室)に代わり,申告を受付けた
飯田橋公共職業安定所により,平成２９年１１月６日付
で作成され,東京都側に対応要請を行ったとされてい
る,「公共職業訓練実施施設に係る苦情連絡票」に係
る,同センター内の決済文書

②上記①の「公共職業訓練実施施設に係る苦情連絡
票」に基づき、同センター(再就職促進訓練室)が,東京
労働局へ送付し,平成３０年１月３０日付の回答書面
「苦情連絡票への回答」に係る決済文書

1

当該開示請求に係る公文書の存否を答えることに
より、東京都情報公開条例第７条第２号に規定す
る個人に関する情報を開示することになるため、
東京都情報公開条例第10の規定により、当該公文
書の存否を明らかにしないで、不開示とする。

産業労働局中央・城北
職業能力開発センター
再就職促進訓練室
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5 R7.6.18 R7.7.29

・令和５年度　べっ甲・象牙産業等経営安定対策事業
費補助金の額の確定について（象牙資源調査）
・令和５年度　べっ甲・象牙産業等経営安定対策事業
費補助金の額の確定について（象牙普及啓発事業）
・令和５年度　べっ甲・象牙産業等経営安定対策事業
費補助金の額の確定について（タイマイとアカウミガ
メ交雑種の甲ら実用試験事業）
・令和５年度　べっ甲・象牙産業等経営安定対策事業
費補助金の額の確定について（タイマイとアカウミガ
メ交雑種の甲ら実用試験事業）
・地域特性に着目したファッション産業振興補助金に
係る額確定通知書
・明日にチャレンジ中小企業基盤強化事業補助金に係
る交付決定額の額確定通知書
・東京都倒産防止特別相談事業費補助金に係る交付決
定額の確定通知書（都連）
・東京都倒産防止特別相談事業費補助金に係る交付決
定額の確定通知書（東商）
・団体向け事業承継促進支援事業補助金に係るk不決定
額の確定通知書
・令和5年度中小企業新戦略支援事業（団体向け）補助
金の額確定通知書
・令和5年度円安進行等に伴う団体向け仕入れ価格高騰
等対応支援事業補助金の額確定通知書
・地域特産品開発支援事業費補助金に係る交付決定額
の確定通知書・あたぼう鮨
・地域特産品開発支援事業費補助金に係る交付決定額
の確定通知書・株式会社橋点心庵
・地域特産品開発支援事業費補助金に係る交付決定額
の確定通知書・株式会社食品企画
・地域特産品開発支援事業費補助金に係る交付決定額
の確定通知書・株式会社和ビーツ

20 1
産業労働局商工部経営
支援課
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6 R7.6.1 R7.7.31

・令和６年度　べっ甲・象牙産業等経営安定対策事業
費補助金の額の確定について（象牙　特別国際種事業
者免許登録更新時に係る経費補助）
・令和６年度　べっ甲・象牙産業等経営安定対策事業
費補助金の支出について（象牙　特別国際種事業者免
許登録更新時に係る経費補助）
・令和６年度　べっ甲・象牙産業等経営安定対策事業
費補助金の額の確定について（べっ甲原材料確保事
業）
・令和６年度　べっ甲・象牙産業等経営安定対策事業
費補助金の支出について（べっ甲原材料確保事業）
・令和７年度　べっ甲・象牙産業等経営安定対策事業
費補助金の交付決定について（べっ甲原材料確保事
業）

161 1 1 1 1

（７条第２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるものであるため。
（７条第３号）
公表されることにより、同業他社が事業を模倣し
ようとした場合に目安として利用されるおそれが
あり、その場合海外などで安価な同一事業を実施
されるといったことが懸念されるため。
（７条第４号）
公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易に
し、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあるた
め。

産業労働局商工部経営
支援課

7 R7.6.18 R7.7.31

・働く人のチャイルドプランサポート制度整備奨励金
・東京都正規雇用等転換安定化支援助成金
・東京都就職氷河期世代リスタート支援助成金
・サテライトオフィス設置等補助事業補助金（民間団
体）
・東京都中小企業従業員融資に係る保証料負担
・働く女性のライフ・キャリアプラン応援事業制度整
備助成金
・東京都中小企業重要員融資の保証に伴う損失補助
・働く女性のライフ・キャリアプラン応援事業自主セ
ミナー助成金
・東京都家内労働対策労働衛生環境改善助成
・労働福祉団体の自主的活動事業費助成
・東京都家内労働者自主的福祉活動事業助成金

52 1
産業労働局雇用就業部
労働環境課
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8 R7.6.18 R7.7.31

・令和５年度　東京都働きやすい職場環境づくり推進
奨励金（働きやすい職場環境づくり推進プラン）交付
先一覧
・令和５年度　東京都働きやすい職場環境づくり推進
奨励金（ライフイベントと仕事の両立スキルアップ応
援プラン）交付先一覧

18 1
産業労働局労働相談情
報センター


